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〈レポート〉農林水産業

量の変動幅を小さくし、人員配置を調整しや
すくしている。さらに月曜日の出荷のために
日曜日の作業を要していた大玉トマトの栽培
を2010年頃にやめ、中玉に切り替えた。販売
も一部を食べチョク等の産直ECサイトの活用
で、作業量の変動に出荷量を合わせやすくし
ている。
加えて、従業員の働きやすさをICTが支え

る。タスク管理を行う、自社開発のソフトウ
ェア「ASHIGARUWARE（アシガルウェア）」
は、ハウス内にあるPC画面上に、当日の作業
内容、仕事の順序、優先順位等を表示する。
これにより、急な欠員に対して、作業リーダ
ーは作業内容や人員配置を迅速に調整できる。

2　働きがいとICT
従業員の働きがいにもICTは役立っている。

同農園は働きがい、厳密には「エンゲージメ
ント」という概念を重視している。この概念
は、労働者が持続的かつ安定的に「仕事に誇
りとやりがいを感じ、熱心に取り組み、仕事
から活力を得て、いきいきとしている状態

（注）
」を

指しており、近年ますます注目されるように
なっている。
具体的には、エンゲージメントを向上させ

る目的で、ICTにより従業員は栽培技術の知
識を習得する。また業務改善のためのPDCA
サイクルのD（実行）とC（評価）にあたる生産性
等の指標も、やはりICTで従業員に共有され
ている。
まず、㈱Stockが提供するチャット・情報共

有のためのソフトウェア「Stock」で、従業員

栃木県宇都宮市の絹島グラベルは、50aの敷
地に建設された15棟の単棟ハウスで中玉トマ
トを栽培する農園である。同農園はパート従
業員を採用する際に、子育て中の人を優先し
て選ぶようにしており、その働きやすさと働
きがいを情報通信技術（以下「ICT」）の活用で
追求する。
スマート農業の実装が強く進められるなか、

手段であるはずの先端技術を導入することが
目的になりがちである。そのなかで、経営の
あるべき姿の追求にICTをうまく活用した取
組みが参考になる。

1　働きやすさとICT
同農園では、７人のパート従業員のうち６

人が育児中である。これは育児中の人は、①
子供のためにお金を稼ぐ動機が強い、②体調
の変化の激しい子供に接する毎日で繊細な観
察力が鍛えられている、という考え方に基づ
いている。加えて、育児中の人の雇用で、農
業収益が給与を通じて次世代育成に向けられ
ることになり、社会的な意義もあると同農園
は感じている。
子供がいても働きやすい就労環境も整えら

れている。例えば、勤務時間は午前中心で、
従業員は子の下校時間までに帰宅できる。ま
た休校日や学校行事、大型連休も休みで、家
族や自分の体調不良等の際、当日連絡でも休
みを取ることが保証されている。
こうした就労環境を支えるのは、作付けや

出荷での工夫である。例えば、繁忙期は偏ら
ず、収穫適期が長い品種を選ぶことで、作業
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は栽培に関する知識を習得する。配布されてい
るスマートフォンで、従業員はStockのインデ
ックスから、作業の業務マニュアルを呼びだ
す。この業務マニュアルには、該当する作業は
「裂果を抑止するもので、収穫段階での裂果を
取り除く手間が省ける」等と記載されている。
Stockには画像も取り込める。業務マニュア

ルの「トマトの片側が日焼けで色素が薄くな
ると未熟と見分けがつきにくいが、もう片側
が正常な着色なら収穫可能」という説明も、言
葉に加えて画像があると理解しやすい。
また生産性等の指標の共有には、前述の

ASHIGARUWAREが使われている。このソ
フトウェアはタスク管理に加えて、クラウド
型の労務管理、作業履歴、農薬散布履歴の機
能を備えている。従業員が実行した作業を入
力すると、その集計結果として生産性（設定期
間内の平均収量／時間）や品種ごとの収穫開始
日から現在までの単収、または複数販売先の
売上高等を還元し、これらの指標を従業員は
スマートフォンで閲覧できる。
こうしたICTによる知識習得や生産性等の

指標の共有は、従業員の向上心・向学心を刺
激した。従業員は、単に指示された作業を行
う意識から、常に考えながら作業するよう変
化し、さらに担当作業を客観視し、全体を俯

ふ

瞰
かん

して行動するようになったという。すなわ
ちICTが従業員のエンゲージメント向上に役
立っているといえよう。
ただしここでの従業員への生産性等の指標

の共有は、作業効率の追求を最大の目的とは
していない。例えば待機時間を記録しても生
産性に結びつかないので、そのような記録作
業を従業員は求められない。これは、作業効
率を追求するための厳格すぎる管理は、生産

性をむしろ下げる、という同農園代表の考え
に起因している。
なおASHIGARUWAREとその関連機器は、

同農園の別会社である「合同会社ノートク・
バンガードデバイス」が販売している。こう
したICT関連部門に乗り出した理由は、温暖
化にある。過去５年間、周年雇用のために夏
場にもトマトの栽培を行ってきたが、気温等
の条件により徐々に困難になっているとのこ
とである。
そこで21年以降は農閑期となる夏場に、従

業員にノートク・バンガードデバイスで勤務
してもらい、周年雇用を確保する。またこの
ような労働力調整は、同社の製品の生産コス
トを下げることにもつながるので、市場競争
力のある農業ICTサービス・製品の提供が可
能になっているという。

3　経営理念が規定するICT活用

農業部門の労働力不足が顕在化するなか、
絹島グラベルではパート従業員の確保に成功
している。この要因は、子育て中でも働きや
すく、働きがいがあるという同農園の特長に
ある。とくに育児中は家族ファーストになっ
てしまうため、学びや達成感といった自分自
身の働きがいの充実は、従業員の生きがいに
直結し、重要である。
こうした経営の特長を、ICTが支えており、

先端技術の開発が農業の労働力不足という課
題解決に役立つ好例であろう。
もちろんソフトウェアの自社開発等、ICT

関連の技術力の高さは例を見ない。しかし、
農業分野で使える各種ソフトウェアは、必要
であれば外部調達できる。むしろ重要なのは、
経営者が独自の、そして確たる経営理念を練
り上げ、それを実行させる手段として、ICT
が活用されている点であろう。

（おだ　しほ）
（注）厚生労働省（2019）『令和元年版　労働経済白書』
参照。
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